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米国の対中追加関税の 
最新状況
第2弾の対中追加関税リストを確定 
8月23日より適用開始へ
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2018年8月7日、米通商代表部（United States Trade Representative、以下 
「USTR」）は25%の追加関税の対象となる総額160億米ドル相当の中国製品279
品目（以下「リスト2」）の最終リストを公開し、当該追加関税を8月23日から適用す
ると発表しました1。リスト2の対象品目は今年6月に発表された当初は284品目が
含まれていましたが、パブリックコメントを経て下記の5品目を除く279品目となり
ました。

追加関税の対象リストから除外された5品目

• 輸送コンテナ（8609.00.00）

• 浮きドック（8905.90.10）

• ひき割り機、薄切り機及び削り機（8465.96.00）

• ミクロトーム（9027.90.20）

• アルギン酸（3913.10.00）

リスト2には、第39類のプラスチック類、第84類の機械類、そして第85類の電子機
械や機材類が多く含まれています2。7月6日発動された追加関税同様に、近々適用
除外申請手続きが発表されるものと思われます3。

中国は、リスト2の対抗措置として8月23日付で総額160億米ドル相当の米国製品
に対し追加関税を発動する方針を明確にしています。対象品目は当初6月に発表さ
れた114品目から333品目へ拡大されました4。報復関税の影響を受ける米国の輸
入品の合計額は変わらないものの、中国が改訂したリストからは原油が削除され、
魚粉、紙、木、金属くず、そしてさまざまな自転車や車などの製品が新しくリストに 
入っています5。

https://www.eytax.jp/tax-library/newsletters/index.html
https://www.eytax.jp/tax-library/newsletters/index.html
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米国による第三弾の追加関税リスト発表と 
中国の反応
USTRは、今回の160億米ドル相当の追加関税に次ぐ第3弾の
措置として、ですに2,000億米ドル相当の中国原産品6,031品
目のリスト（リスト3）を発表しています。リスト3については、当
初10%の追加関税を課す予定でしたが、トランプ米大統領の指
示で、追加関税をリスト1と2同様に25%に引き上げることが検
討されています。現在リスト3についてパブリックコメントが募
集されているところ、25%への引上げの可能性を受け、USTR
はコメント提出期限を8月17日から9月6日まで、公聴会出席申
込み期限を7月27日から8月13日まで延長しました6。リスト3
はパブリックコメントを経て、10月中旬に導入される見込みと
なっています。

2018年8月3日、中国はリスト3に対する対抗措置として600
億米ドル相当の米国製品5,207品目を含むリストを発表しまし
た。これらの物品には5%、10%、20%、又は25%の追加関税が課
されます7。リストは確定されてないものの、米国のリスト3と同
時に発動になると考えられます。中国が発表した追加関税が影
響を及ぼす主な物品は下記の通りです。

類 内容 品目数
84 原子炉、ボイラー及び機械類並びにこれらの部分品 734

85
電子機械及びその部分品並びに録音機、音声再生機 
並びにテレビジョンの映像及び音声の記録用又は 
再生用の機器並びにこれらの部分品及び附属品

459

29 有機化学物質 344

28 無機化学物質及び貴金属、希土類金属、放射性元素
又は同位元素の無機又は有機の化合物 220

90
光学機器、写真用機器、映画用機器、測定機器、検査
機器、精密機器及び医療用機器並びにこれらの部分
品及び附属品

208

72 鉄鋼 159
73 鉄鋼製品 136
39 プラスチック及びその製品 132

62 衣類及び衣類附属品（メリヤス編み又はクロセ編み
のものを除く） 120

44 木材及びその製品並びに木炭 109
その他 2,586
合計 5,207

まとめと企業に求められる対策
米中がこれまで発表した関税の動きのまとめは下記の通り 
です。

国 リスト名 品目数 追加関税率 輸入額
（米ドル） 発動日

米国

リスト1 818 25% 340億 2018年 
7月6日

リスト2 279 25% 160億 2018年 
8月23日

リスト3 6,031 25% 2,000億 10月中旬 
見込み

中国

リスト1 545 25% 340億 2018年 
7月6日

リスト2 114 未定 160億 2018年8月
23日見込み

リスト3 5,207 5%、10%、20%
又は25% 600億 10月中旬 

見込み

2,500億米ドル相当の中国製品7,000品目、そして1,100億
米ドル相当の米国製品6,000品目に対し報復関税が発動又は 
提案され、これからも対象物品が増えていくと考えられます。 
これを受け、企業は調達先の変更、関税プランニング、関税評
価額の最小化戦略を導入するなどの影響軽減策の検討が早急
に必要です。

企業に求められる対応
輸入者は、中国から輸入する物品が対象品目に含まれている
かどうかを確認する必要があります。又、製造者・流通者・消費者
を含む関係者も、追加関税による影響を受ける場合は、サプラ
イチェーン全体を把握して、影響を受ける製品の範囲、潜在的 
コスト、代替的な調達先を十分に理解し、影響を軽減できるか
を検討するとともに、第2のリストについてはこれから発表され
る適用除外申請、第3のリストについては9月6日までのコメン
ト提出も検討することが求められます。米国製品を中国に輸出
又は輸入する企業も同様に、関係製品を見直して中国の対抗
措置の対象品目に含まれているかどうかを確認する必要があり
ます。
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巻末注
1. 詳しくは2018年8月7日付USTR声明、USTR Issues Tariffs on Chinese Products in Response to Unfair Trade Practices（USTRは中国による
不適正な通商行為に対し中国製品に関税を賦課）を参照

2. 詳しいリストについては https://ustr.gov/sites/default/files/enforcement/301Investigations/Final%20Second%20Tranche.pdf を
参照

3. 2018年7月6日付USTR措置告知、Procedures to Consider Requests for Exclusion of Particular Products from the Determination of Action 
Pursuant to Section 301: China’s Acts, Policies, and Practices Related to Technology Transfer, Intellectual Property, and Innovation（301
条に基づく措置から特定製品の適用除外申請手続き、技術移転、知的財産、革新に関する中国の措置・政策・行為）を参照

4. 2018年8月8日付中国商務部声明「160億米ドル相当の米国製品に対する関税に関する国務院関税税則委員会の発表」を参照
5. 詳しいリストについては http://gss.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/zhengcefabu/201808/P020180808696052416638.pdf を参照
6. 2018年8月7日付連邦官報告示、Extension of Public Comment Period Concerning Proposed Modification of Action Pursuant to Section 

301: China’s Acts, Policies, and Practices Related to Technology Transfer, Intellectual Property, and Innovation（301条に基づく措置の 
変更提案に関するパブリックコメント期間の延長　技術移転、知的財産、革新に関する中国の措置・政策・行為）を参照

7. 2018年8月3日付中国商務部政策発表「特定米国製品（第2弾）に対する関税に関する国務院関税税則委員会の発表」を参照

最新の米国の措置から明らかなように、状況は非常に流動的で
す。米国又は中国における追加関税の対象となる製品のリスト
は、さらに変更又は拡大される可能性があります。米国と中国
の貿易に携わる企業は、追加関税の潜在的な影響を特定し、関
税節減策を設定することが重要です。企業が今すぐ実行できる
対応策には以下が挙げられます。

• 影響を受ける製品の範囲、潜在的なコスト、及び代替的な調
達先を十分に理解し、関税プランニングなど、影響を軽減で
きる可能性を見極めるため、自社のサプライチェーン全体
を把握する。

• 保税倉庫、自由貿易地域（FTZ）、代替関税還付制度
（substitution drawback）、米国関税率表（HTSUS）第98 
類及び中国の関税法令上同様のプログラムなど、追加関税
の繰延、削減又は還付のための戦略を特定する。

• 追加関税の対象となる輸入品について、関税評価額の 
プランニング（移転価格に関するアプローチの見直し、米国
に輸入する物品についてはファーストセールの活用など）を
検討する。

https://ustr.gov/about-us/policy-offices/press-office/press-releases/2018/august/ustr-finalizes-second-tranche
https://ustr.gov/sites/default/files/enforcement/301Investigations/Final%20Second%20Tranche.pdf
https://www.federalregister.gov/documents/2018/07/11/2018-14820/procedures-to-consider-requests-for-exclusion-of-particular-products-from-the-determination-of
https://www.federalregister.gov/documents/2018/07/11/2018-14820/procedures-to-consider-requests-for-exclusion-of-particular-products-from-the-determination-of
http://gss.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/zhengcefabu/201808/t20180808_2983770.html
http://gss.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/zhengcefabu/201808/P020180808696052416638.pdf
https://www.federalregister.gov/documents/2018/08/07/2018-16919/extension-of-public-comment-period-concerning-proposed-modification-of-action-pursuant-to-section?utm_campaign=subscription%20mailing%20list&utm_source=federalregister.gov&utm_medium=email
https://www.federalregister.gov/documents/2018/08/07/2018-16919/extension-of-public-comment-period-concerning-proposed-modification-of-action-pursuant-to-section?utm_campaign=subscription%20mailing%20list&utm_source=federalregister.gov&utm_medium=email
http://gss.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/zhengcefabu/201808/t20180803_2980950.html
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